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第一部【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期

中間連結会計期間
第20期

中間連結会計期間
第19期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上収益 （百万円） 38,911 40,347 76,895

売上総利益 （百万円） 33,042 34,640 65,296

営業利益 （百万円） 5,999 6,737 11,482

税引前中間(当期)利益 （百万円） 5,038 6,059 9,086

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

（百万円） 3,128 3,936 5,631

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

（百万円） 3,140 4,684 5,416

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 24,256 27,880 25,057

資本合計 （百万円） 24,272 27,895 25,073

資産合計 （百万円） 103,106 122,805 112,076

基本的１株当たり中間(当期)利益 （円） 105.06 132.52 189.40

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

（円） 102.37 129.27 184.60

親会社帰属持分比率 （％） 23.5 22.7 22.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 10,265 11,086 20,659

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △6,457 △6,745 △12,774

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △6,671 △1,845 △6,541

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

（百万円） 27,669 34,404 31,900
 

（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(IFRS)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいておりま

す。
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更は

ありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当中間連結会計期間における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は以下の

とおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 
(1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が進むなど、景気は緩やかな持ち直しの動

きが見られた一方で、国際情勢の不安定な状況の長期化に加え、今後の米国の政策や金融資本市場の変動リス

ク、資源価格や原材料価格の高騰の継続などにより、先行きは不透明な状態が続いています。

こうした状況のなか、当社グループでは、お客様に安心・安全で高品質な飲料水を安定的に提供できる体制の

構築に努めており、ウォーターサーバーを新たなライフスタイルの提案と位置づけ、ウォーターサーバーに対す

る認知度の向上を図ってまいりました。「冷温水が簡単に利用できる」、「日本の良質な天然水が定期的に自宅

まで配達される」等の利便性に加えて、飲料水の水質や安全性に対する消費者の意識が一層高まっており、災害

時の備蓄水としても活用できることから、当社グループの事業環境に対しても好影響を及ぼしております。この

ような社会的ニーズを踏まえて、商品ラインナップの拡充やサービス品質の向上にも取り組んでおります。

また、当社グループでは、脱炭素社会を目指し環境保全と利益創出の同時実現をビジョンの一つと捉え、天然

水という日本の資源を継続的に守り、育むための取組みを行っております。さらに水資源を使用する者の責任と

して、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けた取組み範囲を拡大させ、積極的に社会的責任を果たしてまい

ります。

 
当中間連結会計期間における当社グループの取組みにつきましては、デモンストレーション販売の実施やテレ

マーケティングの活用及びWEB等によって多くの新規顧客を獲得するなど、積極的な営業活動を展開してまいりま

した。また、長期にわたる宅配水の定期配送サービスの利用が安定的な収益基盤の構築に繋がることから、長期

契約プランの提供等の販売戦略強化を行い、顧客基盤の安定化にも取り組んできたことに加え、既存顧客の継続

率の向上、及びお客様満足度向上のために各種付帯サービスの提供を推進した結果、当中間連結会計期間末の保

有契約件数は179万件となりました。

人件費や販売促進費等の増加が当社グループの利益を押し下げている要因となっているものの、顧客獲得に係

るコストの効率化や各工場設備の稼働率の向上等による製造原価の低減、及び物流網の構築による配送費の安定

化等、各種費用の低減に努めてまいりました。

 
その結果、当中間連結会計期間における連結業績につきましては、売上収益は40,347百万円(前年同期比3.7％

増）、営業利益は、6,737百万円（前年同期比12.3％増）、税引前中間利益は6,059百万円（前年同期比20.3％

増）、親会社の所有者に帰属する中間利益は3,936百万円（前年同期比25.8％増）となりました。
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また、財政状態については以下のとおりとなります。

①　資産、負債及び資本の状況

（資産）

資産は前連結会計年度末に比べて10,729百万円増加し、122,805百万円となりました。これは、主にその他

の金融資産、有形固定資産が増加したことによるものであります。

（負債）

負債は前連結会計年度末に比べて7,906百万円増加し、94,910百万円となりました。これは、主に有利子負

債が増加したことによるものであります。

（資本）

資本は前連結会計年度末に比べて2,822百万円増加し、27,895百万円となりました。これは、主に利益剰余

金、資本金が増加したことによるものであります。

 
②　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は34,404百万円と

前連結会計年度末（31,900百万円）に比べて2,504百万円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況と

その主な要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動により獲得した資金は11,086百万円（前中間連結会計期間は10,265百万円の獲得）となりまし

た。これは、主に法人所得税の支払額がある一方で、税引前中間利益の計上及び資金の支出を伴わない減価

償却費及び償却費による資金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動により支出した資金は6,745百万円（前中間連結会計期間は6,457百万円の支出）となりました。

これは、主に投資有価証券の取得による支出及び有形固定資産及び無形資産の取得による支出によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動に支出した資金は1,845百万円（前中間連結会計期間は6,671百万円の支出）となりました。これ

は、主に配当金の支払いによる支出によるものであります。

 
(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は、18百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

A種優先株式 28

計 84,000,000
 

（注）当社の発行可能株式総数は84,000,000株であり、普通株式の発行可能株式総数及びＡ種優先株式の発行可能株

式総数の合計数とは異なります。

 
②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2025年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,968,819 29,969,119
東京証券取引所
スタンダード市場

権利内容に何ら限定の
ない、当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は100株
であります。

計 29,968,819 29,969,119 － －
 

(注) 提出日現在発行数には、2025年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発行され

た株式数は含まれておりません。

 
（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高

（百万円）

2025年４月１日～
2025年９月30日

（注）１
113,200 29,968,819 123 4,818 123 4,027

 

（注）１.新株予約権の行使によるものであります。

２.2025年10月１日から2025年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が300株増加、

資本金及び資本準備金がそれぞれ０百万円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＨＣＭＡアルファ 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 11,557,850 38.98

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 9,046,070 30.51

株式会社日本カストディ銀行
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 2,684,100 9.05

萩尾　陽平 東京都港区 1,204,400 4.06

金本　彰彦 兵庫県西宮市 473,350 1.60

今泉　貴広 東京都港区 368,560 1.24

木下　政弘 大阪府堺市 328,810 1.11

プレミアムウォーターホール
ディングス従業員持株会

東京都渋谷区神宮前１丁目23－26 255,790 0.86

日本テクノロジーベンチャー
パートナーズアイ六号
投資事業有限責任組合

東京都世田谷区等々力４丁目１－１ 222,100 0.75

三木谷 浩史 東京都港区 172,700 0.58

計  26,313,730 88.74
 

（注）１．発行済株式(自己株式を除く。)の総数に対する所有株式数の割合については、小数点第３位以下を四捨五

入して表示しております。

２．当社の保有している自己株式315,592株は、上記の表に含んでおりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  －
 

－ －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)
普通株式 315,500
 

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,645,800
 

296,458

権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であり、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式（注） 普通株式 7,519
 

－ －

発行済株式総数 29,968,819 － －

総株主の議決権 － 296,458 －
 

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式92株が含まれております。

 
②【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合(％)

（自己保有株式）
株式会社プレミアム
ウォーターホール
ディングス

山梨県富士吉田市
上吉田4597番地の１

315,500 ― 315,500 1.05

 

（注）１．「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未満株式が92株あります。な

お、当該株式は、上記①「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。

２．2025年５月20日～2025年12月30日を取得期間とする自己株式の取得により、2025年10月31日現在の自己名

義所有株式数は322,992株となっております。

 
２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠

して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けております。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  31,900 34,404

営業債権及びその他の債権  12,271 12,449

棚卸資産  917 890

その他の金融資産 ８ 821 740

その他の流動資産  1,413 715

流動資産合計  47,324 49,201

    

非流動資産    

有形固定資産 ９ 32,797 34,318

のれん  148 148

無形資産  3,223 3,424

持分法で会計処理されている投資  4,218 4,320

その他の金融資産 ８ 10,103 16,146

繰延税金資産  1,409 1,059

契約コスト  12,847 14,183

その他の非流動資産  3 1

非流動資産合計  64,751 73,604

資産合計  112,076 122,805
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（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  15,459 16,627

有利子負債 ７、８ 24,481 25,559

未払法人所得税  2,447 2,180

引当金  - 26

その他の流動負債  687 730

流動負債合計  43,076 45,124

    

非流動負債    

有利子負債 ７、８ 43,289 49,142

引当金  155 137

その他の非流動負債  482 505

非流動負債合計  43,927 49,786

負債合計  87,003 94,910

    

資本    

資本金  4,727 4,850

資本剰余金  4,235 4,357

利益剰余金  16,640 18,943

自己株式  △479 △955

その他の包括利益累計額  △65 683

親会社の所有者に帰属する持分合計  25,057 27,880

非支配持分  15 15

資本合計  25,073 27,895

負債及び資本合計  112,076 122,805
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（２）【要約中間連結損益計算書】

（単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

売上収益 11 38,911 40,347

売上原価  5,868 5,706

売上総利益  33,042 34,640

    

その他の収益  65 108

販売費及び一般管理費  27,072 27,934

その他の費用  36 77

営業利益  5,999 6,737

    

金融収益  69 279

金融費用  469 664

持分法による投資損益(△は損失)  △560 △293

税引前中間利益  5,038 6,059

法人所得税費用  1,911 2,123

中間利益  3,127 3,936
    

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  3,128 3,936

非支配持分  △1 △0

中間利益  3,127 3,936
    

    

１株当たり中間利益    

基本的１株当たり中間利益(円) 12 105.06 132.52

希薄化後１株当たり中間利益(円) 12 102.37 129.27
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（３）【要約中間連結包括利益計算書】

（単位：百万円）

  
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

    

中間利益  3,127 3,936

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産の公正価値の純変動額

 9 754

純損益に振り替えられることのない項目合計  9 754

    
純損益に振り替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分  1 △0

在外営業活動体の換算差額  0 △5

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  1 △5

その他の包括利益合計  11 748

中間包括利益  3,139 4,684

    

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  3,140 4,684

非支配持分  △1 △0

中間包括利益  3,139 4,684
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（４）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

その他の
包括利益
累計額

合計
非支配
持分

資本
合計

2024年４月１日  4,698 4,211 13,774 △80 149 22,753 16 22,770

中間包括利益          

中間利益  - - 3,128 - - 3,128 △1 3,127

その他の包括利益  - - - - 11 11 - 11

中間包括利益合計  - - 3,128 - 11 3,140 △1 3,139

所有者との取引額等          

剰余金の配当 ６ - - △1,340 - - △1,340 - △1,340

自己株式の取得 ５ - - - △335 - △335 - △335

自己株式の消却 ５ - - △85 85 - - - -

新株の発行（新株
予約権の行使）

 23 9 - - - 32 - 32

株式報酬取引  - 9 - - - 9 - 9

その他  - - △2 - - △2 - △2

所有者との取引額等
合計

 23 18 △1,428 △249 - △1,636 - △1,636

2024年９月30日  4,721 4,230 15,474 △330 160 24,256 15 24,272
          

 

 
 
当中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

その他の
包括利益
累計額

合計
非支配
持分

資本
合計

2025年４月１日  4,727 4,235 16,640 △479 △65 25,057 15 25,073

中間包括利益          

中間利益  - - 3,936 - - 3,936 △0 3,936

その他の包括利益  - - - - 748 748 - 748

中間包括利益合計  - - 3,936 - 748 4,684 △0 4,684

所有者との取引額等          

剰余金の配当 ６ - - △1,632 - - △1,632 - △1,632

自己株式の取得 ５ - - - △475 - △475 - △475

新株の発行（新株
予約権の行使）

 123 122 - - - 245 - 245

所有者との取引額等
合計

 123 122 △1,632 △475 - △1,862 - △1,862

2025年９月30日  4,850 4,357 18,943 △955 683 27,880 15 27,895
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（５）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前中間利益  5,038 6,059

減価償却費及び償却費  5,959 6,256

金融収益  △69 △279

金融費用  464 664

持分法による投資損益（△は益）  560 293

契約コストの増減額（△は増加）  △1,717 △1,687

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  △988 △184

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  3,052 1,521

棚卸資産の増減額（△は増加）  △120 31

その他  △395 818

小計  11,785 13,493

利息の受取額  47 276

利息の支払額  △352 △605

法人所得税の支払額  △1,214 △2,077

営業活動によるキャッシュ・フロー  10,265 11,086

投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △3,573 △1,827

事業譲受による支出  △550 -

関係会社株式の取得による支出  △149 △57

投資有価証券の取得による支出  △2,309 △4,227

貸付けによる支出  △15 △497

貸付金の回収による収入  136 109

敷金及び保証金の差入による支出  △7 △245

敷金及び保証金の返還による収入  12 1

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,457 △6,745

財務活動によるキャッシュ・フロー    
長期有利子負債の収入 ７ 1,519 7,084

長期有利子負債の支出 ７ △6,546 △7,068

自己株式の取得による支出 ５ △335 △475

配当金の支払額 ６ △1,341 △1,631

新株予約権の行使による収入  32 245

財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,671 △1,845

現金及び現金同等物に係る換算差額  △29 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △2,892 2,504

現金及び現金同等物の期首残高  30,561 31,900

現金及び現金同等物の中間期末残高  27,669 34,404
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社プレミアムウォーターホールディングス(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社であり、東京

証券取引所に株式を上場しております。登記上の本社の住所は山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１であります。当

中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30日まで)の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社(以下

「当社グループ」という。)並びに関連会社に対する当社グループの持分から構成されております。当社グループは、

主に宅配水事業の分野において様々な事業に取り組んでおります。

 
２．要約中間連結財務諸表作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定

会社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

 
(2) 測定の基礎

本要約中間連結財務諸表は「注記３．重要性がある会計方針」に記載している会計方針に基づいて作成されてお

ります。資産及び負債の残高は、公正価値で測定している金融商品等を除き、取得原価を基礎として計上しており

ます。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

本要約中間連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円（百万円単位、単位未満切捨て）で表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが、本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、2025年３月31日に終了する

連結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同様であります。なお、当中間連結会計期間の法人所

得税費用は、見積平均年次実効税率を用いて算定しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

IFRSに準拠した要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、その性質上これら

の見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直し

た会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、以下に記載する会計上の見積り

の変更を除き、2025年３月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 
（浄水型ウォーターサーバーに関連する資産の償却年数の変更）

当社グループが保有するレンタル用資産及び契約コストのうち、浄水型ウォーターサーバーに関連する資産につき

ましては、顧客の解約実績や展開している契約プランの内容を踏まえ、経済的、機能的な実情を勘案して、当中間連

結会計期間において償却年数の見直しを行い、将来にわたり変更しております。

この変更により、従来に比べて、当中間連結会計期間の営業利益が958百万円増加、及び税引前中間利益が938百万

円増加しております。
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５．資本及びその他の資本項目

（自己株式の取得及び自己株式の消却）

(1) 前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

当社は、2024年５月９日付の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づく上限166,700株の自己株式の取得について決議いたしました。

また、会社法第178条の規定に基づき自己株式34,143株の消却について決議いたしました。

 
(2) 当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

当社は、2025年５月19日付の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づく上限166,700株の自己株式の取得について決議いたしました。

 
 

 
６．配当

(1) 前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月９日
取締役会決議

普通株式 1,340 45 2024年３月31日 2024年６月20日 利益剰余金

 

 

②　基準日が前中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月７日
取締役会決議

普通株式 1,337 45 2024年９月30日 2024年12月12日 利益剰余金

 

 
(2) 当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月13日
取締役会決議

普通株式 1,632 55 2025年３月31日 2025年６月17日 利益剰余金

 

 

②　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月10日
取締役会決議

普通株式 1,630 55 2025年９月30日 2025年12月16日 利益剰余金
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７．社債

(1) 前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

　起債した社債は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 発行総額
利率
（％）

償還日

当社 第８回無担保社債 2024年５月27日 500 1.353 2029年５月25日

 

 
償還した社債は以下のとおりであります。

該当事項はありません。

 
(2) 当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

　起債した社債は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 発行総額
利率
（％）

償還日

当社 第10回無担保社債 2025年９月８日 2,500 2.62 2028年９月８日

 

 
償還した社債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 償還金額
利率
（％）

償還日

当社 第８回無担保社債 2024年５月27日 50 1.353 2029年５月25日
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８．金融商品

金融商品は、その公正価値の測定にあたって、その公正価値の測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、公正価値ヒエラルキーの３つのレベルに分類しております。当該分類において、それぞれの公正価値のヒエ

ラルキーは、以下のように定義しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値

レベル３：観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値

 

当社グループは、公正価値の測定に使用される公正価値の階層のレベルを、公正価値の測定の重要なインプットの

最も低いレベルによって決定しております。

 
(1) 経常的に公正価値で測定する金融商品

①　公正価値のヒエラルキー

公正価値の階層ごとに分類された、金融商品は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度(2025年３月31日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

純損益を通じて公正価値で測
定する金融資産

    

その他 － － 3,631 3,631

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 5,256 － 28 5,284

合計 5,256 － 3,659 8,916
 

 
当中間連結会計期間(2025年９月30日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

純損益を通じて公正価値で測
定する金融資産

    

その他 － － 3,631 3,631

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 10,583 － 28 10,611

合計 10,583 － 3,659 14,243
 

 
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替えを生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識してお

ります。

レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。

 
②　公正価値の測定方法

市場性のない有価証券については、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法、純資産価値に基づく評価

技法を用いて算定しており、公正価値ヒエラルキーレベル３に区分しております。非上場株式の公正価値測定に

あたっては、割引率等の観察可能でないインプットを利用しております。

EDINET提出書類

株式会社プレミアムウォーターホールディングス(E27294)

半期報告書

19/26



 

 
③　レベル３の調整表

以下の表は、前中間連結会計期間(2024年４月１日～2024年９月30日)におけるレベル３の金融商品の変動を表

示しております。

  (単位：百万円)

 株式 その他

2024年４月１日残高 146 1,999

取得 1 1,579

売却 － －

中間包括利益   

　中間利益 － －

　その他の包括利益 － －

その他   

2024年９月30日残高 148 3,579
   

2024年９月30日に保有する金融商品に関して純損益に
認識した利得又は損失

－ －
   

 

 
 

以下の表は、当中間連結会計期間(2025年４月１日～2025年９月30日)におけるレベル３の金融商品の変動を表

示しております。

  (単位：百万円)

 株式 その他

2025年４月１日残高 28 3,631

取得 － －

売却 － －

中間包括利益   

　中間利益 － －

　その他の包括利益 － －

その他   

2025年９月30日残高 28 3,631
   

2025年９月30日に保有する金融商品に関して純損益に
認識した利得又は損失

－ －
   

 

 
(2) 償却原価で測定する金融商品

①　公正価値

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産     
貸付金
 

948 899 1,337 1,233

金融負債     
長期借入金
(１年内返済予定含む)

11,031 10,813 13,968 13,732

社債
(１年内償還予定含む)

29,153 28,891 31,599 31,204

割賦未払金 1,984 1,959 1,672 1,649
 

（注）短期の金融資産、短期の金融負債は、公正価値と帳簿価額とが近似しているため、上記には含めておりませ

ん。
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②　公正価値の測定方法

貸付金

貸付金については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せし

た利率で割り引く方法により算定しており、レベル３に分類しております。

長期借入金

長期借入金については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引く方

法により算定しており、レベル３に分類しております。

社債

社債については、元利金の合計額を、新規に同様の社債の発行を行った場合に想定される利率で割り引く方

法により算定しており、レベル３に分類しております。

割賦未払金

割賦未払金については、元利金の合計額を、新規に同様の割賦契約を行った場合に想定される利率で割り引

く方法により算定しており、レベル３に分類しております。

 
９．有形固定資産

有形固定資産の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

建物及び構築物 7,748 7,986

機械装置及び運搬具 5,901 5,923

工具、器具及び備品 1,337 1,550

レンタル用資産 37,500 39,815

土地 2,048 2,048

その他 688 527

小計 55,224 57,851

減価償却累計額及び減損損失累計額 22,426 23,531

有形固定資産合計 32,797 34,318
   

 

 

10．事業セグメント

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、ナチュラルミネラルウォーターの製造及び宅配形式による販売が主要な事業内容であり、区分

すべき事業セグメントが存在しないため、報告セグメントは単一となっております。

 

(2) 報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法

単一セグメントのため、記載を省略しております。
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11．売上収益

 (収益の分解)

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

主要なサービ
スライン

ナチュラルミネラルウォーター
販売

24,007 24,860

ウォーターサーバーレンタル 7,567 8,264

その他 7,336 7,221

合計 38,911 40,347
 

（注）ナチュラルミネラルウォーター販売はIFRS第15号に基づく顧客との契約から認識した収益であります。

また、ウォーターサーバーレンタルはIFRS第16号に基づくその他の源泉から認識した収益であります。

 
12．１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益及び算定上の基礎、希薄化後１株当たり中間利益及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

(1) 基本的１株当たり中間利益 105円06銭 132円52銭

(算定上の基礎)   

親会社の所有者に帰属する中間利益(百万円) 3,128 3,936

基本的１株当たり中間利益の算定に用いる
金額(百万円)

3,128 3,936

普通株式の加重平均株式数(千株) 29,778 29,701

(2) 希薄化後１株当たり中間利益 102円37銭 129円27銭

(算定上の基礎)   

基本的１株当たり中間利益の算定に用いる
金額(百万円)

3,128 3,936

希薄化後１株当たり中間利益の算定に用いる
金額(百万円)

3,128 3,936

普通株式の加重平均株式数(千株) 29,778 29,701

新株予約権による普通株式増加数(千株) 783 746

希薄化後１株当たり中間利益の算定に用いる
普通株式の加重平均株式数(千株)

30,561 30,448
 

 

13．後発事象

該当事項はありません。

 
14．承認日

2025年11月10日に当要約中間連結財務諸表は、当社取締役会によって承認されております。
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２【その他】

（１）期末配当

2025年５月13日開催の取締役会において2025年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額

　　　 普通株式 1,632 百万円
 

 
② １株当たりの金額

　　　 普通株式 55 円
 

 
③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日

2025年６月17日

 
（２）中間配当

2025年11月10日開催の取締役会において2025年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額

　　　 普通株式 1,630 百万円
 

 
② １株当たりの金額

　　　 普通株式 55 円
 

 
③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日

2025年12月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

  該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月10日

株式会社プレミアムウォーターホールディングス

取締役会  御中

三優監査法人
 

 
東京事務所

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　本　　公　　太  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井　　上　　道　　明  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プ

レミアムウォーターホールディングスの2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（2025年４月１日から2025年９月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算

書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社プレミ

アムウォーターホールディングス及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸

表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中

間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

                                                                                            以　　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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